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教育の情報化施策の概要

平成１６年１１月２９日

文部科学省生涯学習政策局

参事官（学習情報政策担当）

森 本 浩 一

2001 2002 2003 2004 2005 2006～

A：国際戦略（アジア等）
B：セキュリティ政策
C：コンテンツ政策
Ｄ：ＩＴ規制改革
Ｅ：評価
Ｆ：電子政府・電子自治体

◆ＩＴ基本法

◆IT戦略本部設置

（本部長：内閣総理大臣）

◆ＩＴ担当大臣設置

IT実感社会の実現

国家目標：２００５年に世界

最先端のIT国家

e-Japan戦略
(2001年1月)

インフラ等、基盤整備

e-Japan戦略Ⅱ
(2003年7月)

ＩＴ利活用重視

（先導７分野）

医療、食、生活
中小企業金融、知
就労・労働、行政サービス

世界最先端
のＩＴ国家

IT国家到達への
重点施策の明確化

「電子政府構築計画」(2003/7)

「e-Japan2002ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」(2001/6)

e-Japan重点計画、 (2001/11)

e-Japan2002ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの加速・前倒し

「e-Japan重点計画」(2001/3) 「e-Japan重点計画2002」(2002/6)

「e-Japan重点計画2003」(2003/8)

「e-Japan重点計画2004」

戦略Ⅱ加速化パッケージ
(2004年2月)

我が国のＩＴ戦略
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学校教育の情報化のねらい

○情報活用能力の育成
情報社会に主体的に対応できる情報活用能力を育成するため
の情報教育の推進

○確かな学力の育成
各教科等でのＩＴ活用により、知識・技能に加え、思考力、判断
力、表現力などを含めた確かな学力の育成

新しい学習指導要領の実施
（小中学校：平成14年度～、高等学校：平成15年度～）

・各教科等においてＩＴを活用した学習活動を充実

・中学校の技術家庭科「情報とコンピュータ」及び高等学校の教
科「情報」を必修化

８．８人に１台

コンピュータ整備計画 （～１７年度） コンピュータ教室４２台 普通教室各教室２台 等

７１．６％

３７．２％

５．４人に１台

約１００％

約１００％

Ⅰ 学校のＩＴ環境の整備
２００５年度までに
・概ね全ての公立学校が高速インターネットに常時接続。
・各学級の授業においてコンピュータを活用。
・全ての教室がインターネットに接続。

コンピュータ整備

高速インターネット接続

校内ネットワーク化

現状：平成１６年３月 目標：平成１７年度
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６０．３％

１００，０００件

（教育情報ナショナルセンターから利用可能な情報数）

教育用コンテンツの活用促進

教育情報ナショナルセンター機能充実

約１００％

毎年約２万件の整備を図る

Ⅲ ＩＴ活用指導力の向上
・２００５年度までに概ね全ての公立学校教員がＩＴを用いて指導できる
ようにする。

現状：平成１６年３月 目標：平成１７年度

Ⅱ 教育用コンテンツの充実
２００５年度までに
・最先端の研究成果を素材にした教育用コンテンツ等の作成、全国へ普及。
・教育情報ポータルサイト等の教育情報ナショナルセンター機能の整備。

現状：平成１６年５月 目標：平成１７年度まで

教員のＩＴ活用指導力の向上

高速インターネット接続と
校内ネットワーク整備
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教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数

現状（平成１５年度末） ８．８人に１台（全国平均）

e - Japan目標（平成１７年度末） ５．４人に１人

平成１６年３月現在

11人～9～11人7～9人～7人に1人

コンピュータで指導できる教員数

現状（平成１５年度末） ６０．３％（全国平均）

e - Japan目標（平成１７年度末） １００％

平成１６年３月現在

0～50％50～60％60～70％70％～
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普通教室におけるＬＡＮ接続率

現状（平成１５年度末） ３７．２％（全国平均）

e - Japan目標（平成１７年度末） １００％

平成１６年３月現在

0～10％10～30％30～60％60％～

（ご参考）教室のインターネット接続率
（校内LAN整備率）（平成16年3月）

高水準 ← → 低水準

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 

百分率↓37.2%（全国平均）

岐阜県 84.7%（全国首位） 東京都 8.9%（全国最下位）

e-Japan目標（平成１７年度末） 約１００％
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ＩＴの活用による生涯学習の発展
（生涯学習分科会 審議経過の報告）

時間的・空間的な制約を越えて、いつでも、どこでも
誰でも学べる生涯学習社会を実現

①生涯学習へのアクセス
－働き盛りの世代など幅広い層の学習参加を促進
－集団学習に参加するきっかけ作り

②学習資源の創造・蓄積・共有・循環
－特色ある地域の「知識財」を発掘し、学習資源として広く共有
－自ら学習資源を創造・発信し、学習成果を付加

③ネット・コミュニティの形成
－他地域の学習者との接点や、隣人の発見につながる
－人と人との交流を通じた学習の深化と、新たな価値観の創出

インターネットに接続可能なコンピュータを設置している館数の
全館数に対する割合（百分率）（平成14年10月現在） 【図書館】

0102030405060708090

高水準 ← → 低水準

現状（平成１４年１０月） 1097館／2742館

４０．０％（全国平均）
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インターネットに接続可能なコンピュータを設置している館数の
全館数に対する割合（百分率）（平成14年10月現在） 【公民館】

0102030405060708090

高水準 ← → 低水準

現状（平成１４年１０月） 4456館／17947館

２４．８％（全国平均）

教育用コンテンツの活用・促進事業
（インターネット活用教育実践コンクール）

学校教育・社会教育分野におけるインター
ネットを活用した優れた教育実践事例を表彰
し、全国に広く紹介し、「教育の情報化」を図る。

〔賞〕
内閣総理大臣賞、文部科学大臣賞、
総務大臣賞、経済産業大臣賞、朝日
新聞社賞、インターネット活用教育実
践コンクール実行委員会賞ほか


